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第 1章 京都府自殺対策推進計画の趣旨等 

 

１ 計画策定の趣旨 

警察庁の自殺統計原票を集計した結果（以下「自殺統計」という。）によると、我が

国の自殺者数は、平成１０年に急増して３万人を超えて以来、１３年連続で３万人を超

える水準が続いていましたが、平成２４年に２７，８５８人となり、それ以降は減少傾

向となっています。京都府においても、平成１０年に急増して６００人を超えて以来、

高い水準で推移してきましたが、平成２３年以降は概ね減少傾向が継続しています。 

国では、平成１８年に自殺対策基本法が制定され、翌年には同法に基づく政府の自殺

対策に関する指針として「自殺総合対策大綱」が策定されました。平成２４年には、こ

の大綱が改定され、「一人ひとりがかけがえのない個人として尊重され、『誰も自殺に追

い込まれることのない社会』の実現」を目指して、国を挙げて自殺対策に取り組むこと

とされています。 

この間、京都府おいては、平成１９年に京都府自殺対策連絡協議会で策定された「京

都府における自殺対策のあり方に関する提言」を踏まえ、ゲートキーパーの養成や自殺

ストップセンターの設置等自殺対策を強化してきました。 

こうした取組の成果もあり、近年、自殺者数は減少傾向にあると考えられますが、依

然として多くの方が自ら命を絶っておられることや自殺に関する正確な情報発信が十

分でないために自死遺族1の方々は偏見に苦しんでおられること等を踏まえ、今後も中長

期的に自殺対策に取り組んで行く必要があります。このため、悩み苦しんでいる方々が

孤立することを防ぎ、「全ての府民が地域社会の一員として共に生き、共に支え合う社

会」を実現することを目的として、京都府自殺対策に関する条例（平成 27 年京都府条

例第 20 号。以下「条例」という。）を制定したところであり、本計画は、この条例に基

づき、自殺対策に関する現状と課題や基本的な施策の方向性を明確にするため、策定す

るものです。 

 

２ 計画の位置づけ 

本計画は、条例第９条の規定による自殺対策を総合的かつ計画的に推進するための基

本計画です。 

 

３ 計画期間 

自殺総合対策大綱がおおむね５年を目途に見直すこととされていることも踏まえ、こ

の計画の計画期間は、平成２８年度から平成３２年度までの 5年間します。 

  

                                                   
1 本計画においては、「自殺」、「自死」の用語について様々な意見があることを踏まえ、「①遺族や遺児に

関する表現は『自死』、②行為を表現するときは『自殺』、③法令等の用語を引用する場合は①によらず

『自殺』を使用する」という考え方に基づいて用語を使用しています。 



第２章 京都府における自殺の現状 

 

１ 自殺者数・自殺死亡率の推移 

 

 

 

 

 
  

 

 

 

 <京都府内の自殺者数・自殺死亡率の推移> 

 H9 H10 H11～H21 H22 H23 H24 H25 H26 

自殺者数(人) 467 687 590～696 623 567 464 518 471 

自殺死亡率 17.7 26.0 22.3～26.3 23.6 21.5 17.7 19.8 18.0 

全国順位※３ － － － 11 9 1 8 5 

  ※１ 自殺者数は、平成 19 年までは京都府警察本部「平成 19 年中における自殺の概要資料」、平成２０

年以降は、内閣府「警察庁の自殺統計原票を集計した結果（自殺統計）」による自殺者数（発見日・

発見地） 

  ※２ 自殺死亡率は、総務省統計局の「都道府県別人口（各年 10 月 1 日現在）-総人口」による人口を用

いて算出 

出典：「人口推計」（総務省統計局）(http://www.stat.go.jp/data/jinsui/index.htm)(平成 27 年 6

月 30 日に利用） 

  ※３ 全国順位は、自殺死亡率の低い順 

  

  (参考) 全国の自殺者数・自殺死亡率の推移 

 H9 H10 H11～H21 H22 H23 H24 H25 H26 

自殺者数(人) 24,391 32,863 31,042～34,427 31,690 30,651 27,858 27,283 25,427 

自殺死亡率 19.3 26.0 24.4～27.0 24.9 24.0 21.8 21.4 20.0 

 

  

○ 京都府における自殺者数は、平成 10 年に急増（対前年比 47%増、220 人増）

して以来、平成 22 年までの 13 年間は、590 人から 696 人までの間で推移してき

ましたが、平成 23 年以降は減少傾向に転じ、平成 26 年の自殺者数は 471 人と

なっています。 

○ また、人口 10 万人あたりの自殺者数をあらわす自殺死亡率は、平成 10 年に

急上昇（26.0）しましたが、自殺者数と同様に平成 23 年以降は低下傾向に転じ、

平成 26 年の自殺死亡率は 18.0 となっています。 



第 3章 自殺対策の推進に関する基本的な方向性 
 

 
１ 自殺対策の推進に関する基本的な考え方 
 
 

 
 
 
 
 

(1) 自殺の問題に関する府民の理解促進 
 
自殺は、心身の問題のみならず、経済や仕事をめぐる環境、職場や学校での人間関

係など様々な社会的な要因等が複雑に関係しており、一部の人だけではなく、誰もが
当事者となり得る問題であること、また、自殺は、悩みを抱えた者を孤立させず、適
切な支援を行うことにより、自殺の多くは防ぐことができるものであることを広く府
民に認識されるよう、府民の理解促進を図る。 

 
(2) 自殺の背景となる社会的な要因の軽減 

 
自殺は、その多くが、様々な社会的な要因によって心理的に追い込まれた末の死で

あることから、職域、学校、地域における体制整備や人材養成など、その要因が軽減

されるよう対策を実施する。 

 

(3) 自殺の原因・背景に対応した支援体制等の整備 
 
当事者を取り巻く地域や職場、人間関係や家族の状況なども様々であることから、

一人ひとりの置かれた状況や、その原因・背景に対応したきめ細かな支援が受けられ
るよう、相談・支援体制の整備・充実を図る。 

 

 

２ 自殺対策の実施に当たっての横断的な視点 

 

(1) 自殺予防から自殺の防止、事後の対応まで各段階を捉えた対策の実施 
 
心の健康づくりなどの自殺予防の取組から、現に自殺が起こりつつある事態への対

応、自殺未遂が発生した場合の対応や自死遺族への対応まで、その段階を捉えて対象
者の特性に応じた切れ目のない対策を実施する。 

 

(2) 国、市町村、民間団体、府民等との連携による推進 
 
効果的に取組を推進するため、国、市町村、民間団体、府民等との適切な役割分担

及び連携の下で、自殺対策を推進する。 

 また、医療・福祉施策、教育施策等、関係する他の施策・計画等との整合性を確保
し、総合的・計画的な取組の展開を図る。 

 

  

条例に基づき、次の基本的な考え方により自殺対策を推進 



２ 施策体系 

 

 

 

① 府民の理解の増進 

・「京都いのちの日」を中心とした自殺の問題に関する理解促進の取組（重点） 

・学校における自殺予防を目的とした教育の実施の促進  など 

② 自殺対策関係団体等の活動に対する支援 

・自殺未遂者・自死遺族等の居場所づくりへの支援（重点） 

・電話相談、人材育成等の取組への支援  など 

 

 

① 人材養成 

・広く府民を対象とするゲートキーパー研修の実施 

・スクールカウンセラーに対する自死遺児支援研修の実施（重点） 

・自殺対策に取り組む民間団体相互の交流・連携の機会の設定  など 

② 職域、学校、地域における体制整備 

・企業等への臨床心理士派遣による専門的支援の実施 

・大学教員・学生等へのゲートキーパー研修、相談・支援体制の強化（重点） 

・市町村のうつスクリーニングへの支援  など  

③ 連携体制の整備 

・地域の相談・支援ネットワークの構築（重点） 

・「京都府若者の就職等の支援に関する条例」等の支援施策・制度との連携体制 

の構築  など 

④ 医療提供体制の整備 

・精神科・一般科の連携体制の整備促進 

・地域におけるかかりつけ医と精神科医との医療連携の促進  など 

⑤ 自殺発生の危機対応 

・自殺ストップセンターにおけるハイリスク者への支援 

・支援人材養成などによる自殺ストップセンターの寄り添い支援強化（重点） 

・ＬＩＮＥの無料通話機能を活用した電話相談の利用促進（重点）  など                        

 

 

① 自殺未遂者に対する支援 

・自殺未遂者の居場所づくりの推進（重点） 

・相談・支援窓口に関する情報提供の仕組み構築（重点）  など 

② 自死遺族等に対する支援 

・自死遺族等の居場所づくりの推進（重点） 

・相談・支援窓口に関する情報提供の仕組み構築（再掲）（重点） 

・自死遺族のための居場所づくりに臨床宗教師を活用（重点）  など 

  

(1)自殺対策に関する理解の増進と取組の促進 

(2)自殺の背景となる要因の軽減等自殺予防のための体制の整備等 

(3)自殺未遂者等に対する支援 



第４章 施策の基本方向 

１ 重点的な取組 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

重点取組① 「京都いのちの日」を中心とした自殺の問題に関する理解促進の取組 

・「京都いのちの日」記念シンポジウムの開催をはじめとする自殺対策強化月間にお 

ける重点的な広報啓発活動等を展開（㉗新規） 

重点取組② 地域のネットワークの構築をはじめとする支援体制の整備 

・各保健所単位等の地域ごとに、関係機関・団体等との連携を促進し、地域の実情 

に応じた相談・支援ネットワークを構築（２保健医療圏域→６圏域） 

・大学との連携により教員・学生等へのゲートキーパー研修を行い、大学の相談・支

援体制を強化（新規）京 

・大学等への広報を強化を行い、ＬＩＮＥの無料通話機能を活用した自殺ストップセ 

ンターの無料電話相談の利用促進（拡充）京 

・「京都府若者の就職等の支援に関する条例」による雇用支援対策、生活困窮者自立

支援制度、生活保護制度等との連携体制の構築（拡充）京 

重点取組③ 自殺未遂者・自死遺族等のハイリスク者対策 

・自殺未遂者・自死遺族等が適切な支援につながるよう、警察・医療機関等と連携し 

相談・支援窓口に関する情報提供の仕組みを構築（新規） 

・自殺未遂者・自死遺族等の居場所（命のシェルター）づくりの推進（拡充） 

・自死遺族が直面する法的な手続きに対する支援人材を養成するなど、自殺ストップ

センターの寄り添い支援機能を強化（拡充） 

・教育現場におけるこころのケアの中心的役割を担うスクールカウンセラーに対する 

自死遺児の支援のための研修を実施（㉗新規） 

・大学と連携し自死遺族のための居場所づくり等に「臨床宗教師」を活用（㉗新規） 

 ※臨床宗教師：布教や勧誘を一切行わず、特定の宗教団体を利する目的なく、心のケアを実践 京 

   
※ 京印は、京都の特性、特徴を踏まえて取り組む若年者対策等の取組 

計画において、次の３点を重点的な取組として推進します。 

① 「京都いのちの日」を中心とした自殺の問題に関する理解促進の取組 

② 地域のネットワークの構築をはじめとする支援体制の整備 

③ 自殺未遂者・自死遺族等のハイリスク者対策 



２ 施策体系に基づく具体的な取組 

 

(1) 自殺対策に関する理解の増進と取組の促進 

①府民の理解の増進 

 

 

 

 

 

【主な施策】 

○「京都いのちの日」を中心とした自殺の問題に関する理解促進の取組 

 京都いのちの日記念シンポジウムの開催をはじめとする自殺対策強化月間におけ

る集中的な広報啓発活動等を実施します。 
 
 京のいのち支え隊による一斉街頭啓発など、自殺予防週間における集中的な広報

啓発活動等を実施します。 
 

 ホームページ、チラシ、啓発グッズ、ゲートキーパー養成研修の実施等による広

報啓発、相談窓口の周知を実施します。 

 

 京のいのち支え隊 Facebook、LINE＠による若年層向けの情報発信を行います。 

 

 地域・職域連携推進会議における取組テーマとして自殺予防をメンタルヘルス対
策に盛り込み、事業所への啓発等の取組を推進します。 

 

 精神障害等を有する妊産婦に対するメンタルヘルスケアシステムを構築するため
の研修会等の実施及びリーフレットを作成します。 

 

○教育を通じた自殺の問題に関する理解促進の取組 

 学校における自殺予防を目的とした教育の実施を促進します。 

 

 いじめ未然防止・早期解消支援チームを設置するとともに、「心の教育」と「ふる
まいの教育」の両面からのアプローチにより、いじめ問題の解消に取り組みます。 

 

 家庭や地域、民間企業と連携して学校非公式サイトやＳＮＳ等の監視を行うなど、
いじめ防止の取組を推進するとともに、学校における相談体制の充実など、不登
校解消に向けた取組を支援します。 

 

 青少年の健全な育成に加え、スマートフォン等の新たな携帯型端末やＳＮＳの普
及に伴う被害・トラブルから青少年を守り、安心・安全なインターネット活用を
図るため、フィルタリングサービスの利用促進や保護者等への最新情報に基づく
教育、啓発をはじめとする総合的な取組を進めます。  

条例で定めた「京都いのちの日」を中心とした集中的な広報啓発活動や教育を通じ

た自殺の問題に関する理解促進の取組などにより、自殺の問題に関する府民の関心

と理解を深めていきます。 



②自殺対策関係団体等の活動に対する支援 

 

 

 

 

【主な施策】 

 自殺対策に取り組む民間団体等の行う自死遺族のための分かち合いの会や、悩み

を抱えた方の居場所づくり等の取組に対する支援を実施します。 
 
 自殺対策に取り組む民間団体等の行う電話相談や人材育成等の取組に対する支援

を実施します。 
 

 グリーフケア研修など自殺対策に関する専門的な人材を育成するための研修を実

施します。 

 

 自殺対策に取り組む民間団体等の活動内容や運営ノウハウの情報共有、団体相互

間の連携、人材養成等を図る支援人材交流会を開催します。 
 

 自殺等に関する情報の収集、分析を行い、自殺対策に取り組む民間団体等への情

報提供を実施します。 
 
 鉄軌道事業者が実施するホームドア等転落防止設備に係る整備等の取組に対する

支援を実施します。 

 

 

  

自殺対策に取り組む民間団体等の活動に対する支援を実施し、様々な主体と連携、

協働して自殺対策を推進します。 



(2) 自殺の背景となる要因の軽減等自殺予防のための体制の整備等 

 

①人材養成 

 

 

 

 

 

【主な施策】 

○職域及び学校における人材養成 

 過重労働対策や職場のメンタルヘルス対策に取り組む管理監督者等に対し具体的

な取り組み方等について浸透を図る研修会等を開催します。 

 

 ワーク・ライフ・バランス実現に向けた取組を進めるとともに、男性の家庭や地

域社会への参画を促進するため、家事、育児、介護、地域活動等の研修や率先行

動普及のためのリーダー養成等の取組を実施します。 

 

 教育現場におけるこころのケアの中心的役割を担うスクールカウンセラーに対す

る自死遺児の支援のための研修を実施します。 

 

 大学との連携により教員・学生等へのゲートキーパー研修を行い、大学の相談・

支援体制を強化します。 

 

 大学と連携し臨床心理士等を目指す学生によるこころの健康スクリーニング等を

行い、メンタルヘルスの推進を図りつつ、自死・自殺問題に適切に対応できる専

門職を養成します。 
 

○地域における人材養成 

 保健福祉関係者をはじめ広く府民を対象とするゲートキーパー養成研修を実施し

ます。 
 
 地域で精神疾患のある方やその家族からの相談等に対する支援を行うこころの健

康相談員を養成します。 

 

 自死遺族が直面する法的な手続き等に対する支援人材を養成するなど、自殺スト

ップセンターの寄り添い支援機能を強化します。 

 

 出産直後の育児不安や心身の不調を持つ妊産婦に対し、個々に応じた支援プラン

を作成する「産後ケア専門員」や育児・家事支援等を行う「産前・産後訪問支援

員」を養成します。 

  

職域、学校及び地域において、「ゲートキーパー」をはじめ悩みを抱えた方の相談

等の支援を行う人材や、職域や学校等の支援体制強化に取り組む人材等の養成を推

進します。 



○医療等の専門領域に対応した資質の向上 

 かかりつけ医等がうつ病を早期に発見し、適切な治療に結びつけるため、うつ病

対応力向上を図る研修を実施します。 
 
 自殺対策に取り組む民間団体等の行う電話相談や人材育成等の取組に対する支援

を実施します。（再掲） 

 

 自殺対策に取り組む民間団体等の活動内容や運営ノウハウの情報共有、団体相互

間の連携、人材養成等を図る支援人材交流会を開催します。（再掲） 

 

②職域、学校、地域における体制整備 

 

 

 

 

 

【主な施策】 

○職域における体制整備 
 企業、各種相談機関等に対し、臨床心理士を派遣してメンタルヘルス対策等の専

門的な支援を実施します。 

 
 過重労働対策や職場のメンタルヘルス対策に取り組む管理監督者等に対し具体的

な取り組み方等について浸透を図る研修会等を開催します。（再掲） 

 
 パワーハラスメントやこころの病など職場でのトラブルに対応し、自殺予防につ

なげるため、働く人のメンタルヘルス相談を実施します。 

 

 地域・職域連携推進会議における取組テーマとして自殺予防をメンタルヘルス対
策に盛り込み、事業所への啓発等の取組を推進します。（再掲） 

 

 介護保険施設等に対する実地指導項目として自殺予防を位置付け、職員研修等の
予防対策を推進します。 

 

 中小企業等におけるワーク・ライフ・バランスを推進するため、関係機関や経済
界と連携し、働き方の見直しアドバイザーの派遣等により、企業の実情に応じた
サポートを行います。 

 

 生活保護受給者や長期離職者等の生活困窮者を対象に、自立相談支援や日常生活
改善に向けた取組、一般就労に向けた就労体験、中間的就労の場の提供など「生
活・就労一体型支援事業」によって、生活保護等の人々が再起を期せるよう取組
を進めます。 

  

職場におけるメンタルヘルス対策の体制整備や、学校でのスクールカウンセラーの

配置、地域における相談窓口の整備など、職域、学校及び地域における相談・支援

体制の整備を進めるとともに、悩みを抱えた方の居場所づくりを推進します。 



 貧困の連鎖を断ち切るため、所得の低いひとり親家庭に対して、貸付金等の経済
的支援策を拡充するとともに、資格取得の促進や正規雇用での就業の促進、ソー
シャル・ビジネスの育成など、生活支援や就業支援など総合的な取り組みを進め
ます。 

 

 特に若者が未来にチャレンジできるように、失業した若者や厳しい環境におかれ
ている若者の安定した雇用確保に向け、京都ジョブパークに併設した「わかもの
ハローワーク」との共同支援を行います。 

 

 京都ジョブパークを中心に、行政、労働者団体、経営者団体等が一体となって、
若年者、中高年齢者、子育て中の女性やひとり親家庭の人、障害のある人など幅
広い府民を対象とした総合的な就業支援サービスの取組を拡充します。 

 
 京都ジョブパーク北部サテライトにマザーズジョブカフェも統合するなど、機能

を大幅に強化して設置した「北京都ジョブパーク」を中心に、求職者不足の北部
地域における就職支援やＵ・Ｉターン就職の取組を進めます。 

 

 仕事と出産・育児・介護の両立を支援するため、京都ワーク・ライフ・バランス
センター内に新たに相談窓口を開設します。 

 

○学校における体制整備 
 学校におけるこころのケア等の中心的な役割を担うスクールカウンセラーや、相

談室で教育相談や学習支援等を行う心の居場所サポーターを配置します。 
 

 学校における自殺予防を目的とした教育の実施を促進します。（再掲） 

 

○地域における体制整備 
 身近な地域で心の健康相談等が受けられるよう、精神保健福祉センター及び各保

健所において相談窓口を設置します。 

 

 多重債務相談窓口や多重債務者に対するカウンセリング体制の充実など多重債務
対策を推進します。 

 

 がん健診、集団検診等の機会を活用して行う市町村のうつスクリーニングに対す
る支援を通じ、適切な医療の受診を促進します。 

 
 薬物依存者やその家族からの相談窓口として「きょう－薬物をやめたい人－のホ

ッとライン」を開設し電話相談等を実施します。 

 
 がん患者の療養生活に係る様々な不安を解消するため、京都府がん総合相談支援

センターなどにおいて、必要な情報の提供や、相談支援の充実を図ります。 

 
 府立洛南病院に、精神医療から生活支援までワンストップで支援する「こころの

ケアセンター」を設置するとともに、病棟再編整備の取組を進め、民間病院では
対応が困難な専門医療への対応強化を図ります。 

 

 難病にかかっても地域で安心して療養生活や社会参加ができるよう、医療費助成
制度の円滑な実施をはじめ、難病医療拠点病院や地域基幹病院等の指定など医療



提供体制の整備や相談支援の充実等を図ります。 
 

 高齢者が住み慣れた地域において暮らし続けられるよう、市町村と連携して「地
域包括支援センター」の機能を充実します。 

 

 犯罪被害者等のための専用相談室等を整備し、プライバシーや心情に配慮した相
談対応を行い、精神的な負担を軽減します。 

 

 平成 27 年８月に設置した「性暴力被害者ワンストップ相談支援センター」におい
て、性被害に遭われた方が、24 時間いつでも相談できる窓口を設置するとともに、
心のケアや診察・証拠保全、法的支援等を関係機関と連携して迅速かつ包括的に
行います。 

 

 「チーム絆」による訪問支援や「職親事業」等によるひきこもり当事者の自立・
社会参加促進及び家族の負担軽減を図る取組を推進します。 

 

 高齢者等の見守り・生活支援を進めるため、ボランティア団体やＮＰＯ等が行う
高齢者の訪問見守り活動を支援するとともに、地域の様々な団体が連携・協働し
た「見守りネットワーク（絆ネット）」の構築を支援します。 

 

 精神科医、臨床心理士等の専門家で構成する緊急チームの派遣や、被害者・被災
者のネットワークづくりなど、被害者・被災者支援の取組を総合的に推進します。 

 

○さまざまな悩みを和らげる「居場所」づくりの推進 
 超宗派・超宗教的な立場から心のケアを実践する臨床宗教師を養成する大学と連

携し、臨床宗教師が自死遺族のための傾聴活動を行う居場所づくりを行います。 
 

 自殺対策に取り組む民間団体等の行う自死遺族のための分かち合いの会や、悩み
を抱えた方の居場所づくり等の取組に対する支援を実施します。（再掲） 

 

 ひきこもり経験者も交えたプラットフォームを設置し、インターネットを活用し
た居場所の提供やサポートができる、新しいステージのひきこもり支援事業を展
開します。 

 
 フリースクールをはじめとする様々な関係機関と連携して、不登校や家庭の経済

的な理由で教育機会が失われている子どもの居場所づくりを推進します。 

 
 子どもの貧困対策を総合的に推進し、貧困の連鎖を断ち切るため、ひとり親家庭

の悩みや不安を持つ子どもが気軽に交流できる居場所を提供することで、子ども
の心の安定や学習意欲の向上を図ります。 

 

 社会生活・就学等に不安や孤立感を抱える児童養護施設退所児童等に対し、施設

と連携しながら相談・支援を行うとともに、ＮＰＯ等と連携し、気軽に相談でき

る居場所の設置や、希望する進路が選択できるようシェアハウスを整備するなど、

自立した社会生活に向けて支援します。  



③連携体制の整備 

 

 

 

 

 

 

【主な施策】 

○京のいのち支え隊のネットワークを活用した支援体制の整備・充実 

 京のいのち支え隊による一斉街頭啓発、くらしとこころの総合相談会の実施及び

学校における自殺予防教育の充実に取り組みます。 

 

 自殺ストップセンターと専門職団体等の連携による多重債務、法律、労務等の問

題に対する専門相談支援の充実に取り組みます。 

 

 児童虐待について、未然防止から早期発見・早期対応、再発防止まで一貫した取
組を進めるとともに、京都府家庭支援総合センターでの複雑困難事例への対応や
家庭復帰支援を推進します。 

 

 京都府家庭支援総合センターを中心に、府域全体で、ドメスティック・バイオレ
ンス被害者の一時保護や安全な生活を支援するためのサポーターの派遣等を実施
するとともに、ドメスティック・バイオレンスの防止に向けた啓発を推進します。 

 

○地域のネットワークの構築 

 各保健所単位等の地域ごとに、関係機関・団体等との連携を促進し、地域の実情

に応じた相談・支援ネットワークを構築します。 
 
 市町村と保健所の更なる連携、市町村や自殺対策に取り組む民間団体等が行う自

殺対策に対する支援等により地域の支援体制を強化します。 

 

 自殺対策に取り組む民間団体等と連携し、各団体等の活動内容や運営ノウハウの

情報共有、団体相互間の連携、人材養成等を図る支援人材交流会を開催します。（再

掲） 
 

○様々な支援制度等との連携   

 「京都府若者の就職等の支援に関する条例」による雇用支援対策、生活困窮者自

立支援制度、生活保護制度等との連携体制を構築します。 

  

府内の相談・支援機関で組織した「京のいのち支え隊」のネットワークを活用した

支援体制の整備・充実を図るとともに、地域における相談・支援ネットワークの構

築や、悩みを抱えた方を支援する様々な制度等との連携を推進します。 



④医療提供体制の整備 

 

 

 

 

【主な施策】 

 心の病気を持った方が、身体の病気を併発し救急対応が必要な場合に、一般救急

病院と精神科病院が連携して、円滑に受入医療機関に搬送し、適切な治療が受け

られる体制の整備を促進します。 
 

 こころの健康の保持、増進等に取り組む民間団体等との連携により、精神科救急

医療に関する電話相談、緊急に医療が必要な場合の基幹病院等への連絡調整等を

実施します。 
 
 二次医療圏域等におけるかかりつけ医と精神科医の連携に必要となる手順等のシ

ステム構築（G-P ネット）による医療連携を促進します。 
 

 救急医療機関、市町村、保健所等の連携による自殺未遂者に対する支援情報の提

供及び相談支援等を実施します。 
 

 かかりつけ医等がうつ病を早期に発見し、適切な治療に結びつけるため、うつ病

対応力向上を図る研修を実施します。（再掲） 

 

 府立洛南病院に、精神医療から生活支援までワンストップで支援する「こころの
ケアセンター」を設置するとともに、病棟再編整備の取組を進め、民間病院では
対応が困難な専門医療への対応強化を図ります。（再掲） 

 

 

⑤自殺発生の危機対応 

 

 

 

 

 

 

【主な施策】 

 自殺関連専門相談窓口として自殺ストップセンターにおいて、電話、面接及び市

町村・自殺対策に取り組む民間団体等との連携対応等により、希死念慮、自殺企

図等のハイリスク者への支援を実施します。 

 

 大学等への広報を強化し、ＬＩＮＥの無料通話機能を活用した自殺ストップセン

ターの無料電話相談の利用を促進します。 
 

一般救急病院と精神科病院の連携強化、医療機関との連携による自殺未遂者支援の

強化など、適切な医療や支援が提供できる体制の整備を推進していきます。 

自殺ストップセンターを中心に、自殺の発生を回避し、自殺の危険性が高まってい

る方が抱える様々な課題の解決するため、寄り添い支援を行う体制の充実・強化を

図ります。 



 自殺ストップセンターのいのちのサポートチームにおいて、多重債務、法律、労

務等の専門職団体と連携し、ハイリスク者等に対する専門的相談支援を実施しま

す。 
 
 自死遺族が直面する法的な手続き等に対する寄り添い支援を行う自死遺族サポー

ターを養成し、自死遺族等への支援を強化します。 

  



(3) 自殺未遂者等に対する支援 
 

① 自殺未遂者に対する支援 

 

 

 

 

 

【主な施策】 

 自殺関連専門相談窓口として自殺ストップセンターにおいて、電話、面接及び市

町村・自殺対策に取り組む民間団体等との連携対応等により、希死念慮、自殺企

図等のハイリスク者への支援を実施します。（再掲） 
 

 救急医療機関、市町村、保健所等の連携により、自殺未遂者に対する支援情報の

提供及び相談支援等を実施します。 (再掲) 
 

 二次医療圏域等におけるかかりつけ医と精神科医の連携に必要となる手順等のシ

ステム構築（G-P ネット）による医療連携を促進します。（再掲） 
 
 心の病気を持った方が、身体の病気を併発し救急対応が必要な場合に、一般救急

病院と精神科病院が連携して、円滑に受入医療機関に搬送し、適切な治療が受け

られる体制の整備を促進します。（再掲） 
 

 自殺対策に取り組む民間団体等の行う自死遺族のための分かち合いの会や、悩み

を抱えた方の居場所づくり等の取組に対する支援を実施します。（再掲） 

 

② 自死遺族等に対する支援 

 

 

 

 

 

【主な施策】 

 自殺関連専門相談窓口として自殺ストップセンターにおいて、電話、面接及び市

町村・自殺対策に取り組む民間団体等との連携対応等により、希死念慮、自殺企

図等のハイリスク者への支援を実施します。（再掲） 
 
 救急医療機関、市町村、保健所等の連携により、自殺未遂者に対する支援情報の

提供及び相談支援等を実施します。 (再掲) 
 

 社会的に孤立しがちな自死遺族に対して必要な情報を届けるための仕組みづくり

を推進します。 

 

自殺未遂者に対する適切な医療や支援が提供できる体制の整備を推進するととも

に、再度の自殺企図を回避するため、自殺対策に取り組む民間団体等と連携して居

場所づくり等の取組を推進します。 

社会的に孤立しがちな自死遺族等に対して、必要な支援情報の提供を行う仕組みの

構築や、法的な手続き等の寄り添い支援の強化を図るとともに、自殺対策に取り組

む民間団体等や大学と連携して居場所づくり等の取組を推進します。 



 自死遺族が直面する法的な手続きに対する支援人材を養成するなど、自殺ストッ

プセンターの寄り添い支援機能を強化します。（再掲） 
 

 教育現場におけるこころのケアの中心的役割を担うスクールカウンセラーに対す

る自死遺児の支援のための研修を実施します。（再掲） 
 
 自殺対策に取り組む民間団体等の行う自死遺族のための分かち合いの会や、悩み

を抱えた方の居場所づくり等の取組に対する支援を実施します。（再掲） 
 

 超宗派・超宗教的な立場から心のケアを実践する臨床宗教師を養成する大学と連

携し、臨床宗教師が自死遺族のための傾聴活動を行う居場所づくりを行います。

（再掲） 

  



第５章 数値目標 

 
１ 数値目標 
 
  <成果目標の例>  
 

指標（平成 32 年） 現状（平成 26 年） 

自殺死亡率 16.2 以下（㉖から 10%減） 自殺死亡率 18.0（全国 5位） 

   

<考え方> 
 ・これまでの取り組みにより、自殺者が急増した時期（h10：自殺死亡率 26.0)から平 
成 26 年までの 16 年間で、自殺死亡率が 30%減 

  ・平成 26 年の自殺死亡率を基準に、今後 5年間で 10%減らすことを目指し対策を推進 
 
２ 推進体制 
 

(1) 京都府自殺対策推進協議会 
  
 
(2) 京都府自殺対策推進本部 

 


